
1. 基本的には65歳未満の介護職員で常勤・非常勤に関わらず当事業所の健康保険を有する職員
2. 下記の表に該当する介護職員

正社員（1月） 時間給（1H） 正社員（1月） 時間給（1H）

0年〜3年未満 4,000円 24円 0円 0円

3年〜5年未満 9,000円 54円 4,000円 24円

5年〜10年未満 13,000円 78円 9,000円 54円

13,000円 78円

グループ① 20,000円 120円

※グループ内の勤務年数・・・・介護に従事した期間（産休・育休期間・⻑期病⽋期間・介護以外の仕事をした期間を除く）
3. 法⼈が特に必要と認めた場合及び各事業所内で⼤きな責任を担う職員は、上記⼀覧表の⾦額に上乗せした特定処遇改善⼿当を⽀給することがあります。

※資格要件や勤務年数は、年度毎の初⽇を起算として算出することから制度運⽤途中での勤務年数到達や資格取得への対応はいたしません。
※従来からの処遇改善手当は、正社員（20,000円/月）または、それ以外で当事業所の健康保険を有する職員（120円/H ※所定時間上限）になります。

令和４年度 栗グループ特定処遇改善・処遇改善補助⼿当⽀給ルール
※改善期間は令和4年4月から令和5年3月（給与⽀給ベースで5月〜4月）までの12カ月間

特定処遇改善⼿当（残業単価に反映しない）

介護福祉士資格有り 介護福祉士資格無し

5. 特定処遇改善・処遇改善補助手当は、その年度毎にグループ内の各事業の構成（資格要件や年齢構成）が変化することから年度毎に⽀給⾦額等を⾒直して参り
ますので、ご理解ください。
※介護サービス事業所の売上（単位数）によって年間の加算額が上下することから、その年度の途中においても⾒直すことがありますのでご承知おきください。

グループ②

10年以上

グループ内の勤務年数
所属グループ

4.令和4年2月からスタートした「介護職員処遇改善⽀援補助⾦」については、本来は介護職員対象ですが、「事業所の判断で、介護職員以外のその他の職員の処
遇改善に補助⾦を充てることができます」とあることから、今回は介護職員以外の⽅にも処遇改善補助手当として⽀給しています。⽀給対象者は特定処遇改善手
当受給者に準じていますが、⽀給⾦額は月額3.000円〜8,000円の範囲で⽀給しています。


